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〇適応指導教室（２箇所「カルミア」「アイトワ」）の運営
何らかの心理的・情緒的な要因により学校に登校しない児童生徒、あるいは登校したくてもできない状態にある児童生徒を
対象に、学校復帰に向けた、適切な指導・支援を行った。（H30在籍者数：46人）
全国適応指導教室連絡協議会、愛知県適応指導教室連絡協議会に参加した。
〇学校カウンセラーの派遣
小中学校の教員、保護者、児童生徒を対象に、学校カウンセラーを派遣し相談業務を行い、いじめや不登校などについて、
専門的な立場から適切な指導助言を行った。（カウンセラー４人）
〇（実計）スクールソーシャルワーカーの派遣
学校だけでは解決困難な事例に対し、社会福祉等の専門的な知識・技術を有するSSW（H28～：１名）が関係機関と連携しつ
つ、問題解決を探った。
〇心の教室相談員の配置
児童生徒が悩み等を気軽に話せ、ストレスを和らげることのできる第三者的な存在である「心の教室相談員」を全小中学校
に配置し、いじめの早期発見や未然防止、心を支える環境の整備を行った。（H30相談件数：18269件）
〇不登校児童生徒訪問指導員の派遣
学校と連携を図りながら不登校児童生徒の自宅を訪問し、指導や保護者との面談を行った。（訪問員１名、学校訪問：223
回、家庭訪問：189回）
〇児童生徒指導推進事業
小牧市生徒指導連絡協議会へ委託し、生徒指導講演会、研修会、各学校における街頭指導パトロール等を行った。
〇いじめ・不登校対策連絡会、いじめ・不登校関係機関会議の開催
小牧市いじめ不登校対策連絡会へ委託し、いじめ・不登校対策関係機関会議、いじめ・不登校対策連絡会、適応指導教室・
担任連絡会、講演会、研修等を行った。
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　児童生徒一人ひとりに応じたきめ細やかな対応をしていく必要があるため、継続して実施していく。
　また、不登校児童生徒支援の在り方については、文部科学省がＩＣＴを活用した通信教育なども検
討していることから、今後は、ＩＣＴ機器の整備を検討していく必要性が生じてくると予想される。

〇スクールソーシャルワーカーの派遣
　学校からの派遣要望の増加や、事案の早期対応の必要性、国のスクールソーシャルワーカー増員
の目標等により、人材育成を図りながら段階的に配置人数増を検討していく。

　総合的に、今後は、貧困、虐待、育児放棄、ヤングケアラーなど家庭環境に問題を抱える児童生徒
が増加傾向にあることから、スクールソーシャルワーカーの在り方を検討していく必要がある。

予算区分

改善点は見られない 改善点が若干見られる 大いに改善すべき

　いじめ・不登校は、学校教育において、最重要課題の一つである。
　入学(転入)や卒業(転出)、進級（クラス替え）等により毎年子ども達をとりまく状況が変化するため、
児童生徒一人ひとりの様子を常日頃から把握し、ケースに応じて他の教職員と連携し、早期に適切
な対応をしていく必要がある。

〇（実計）スクールソーシャルワーカーの派遣
　H28からスクールソーシャルワーカーを採用し、各小中学校へ派遣し、家庭環境に問題を抱える児
童生徒の支援をはじめたことにより、教員が抱えていた精神的な負担を軽減できるようになった。
　スクールソーシャルワーカーの認知度が増すことにより、現在の体制では、各小中学校からの派遣
要望に応じきれていない状況、早期対応が取れていない状況等がみられる。

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの
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